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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数 42社

主要な連結子会社 エヌディーリース・システム㈱

②　主要な非連結子会社の名称 ㈱四国材料試験所

連結の範囲から除いた理由 非連結子会社はいずれも小規模であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に

重要な影響を及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

非連結子会社 ㈱四国材料試験所　他

関連会社 北陸アスコン㈱　他

持分法を適用しない理由 持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分

法の適用から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちニッポンロード（マレーシア）社、タイニッポンロード社及びタイニッ

ポンホールディング社の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、

同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日３月31日ま

での期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

上記以外の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

ア．有価証券

・満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

・その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

イ．デリバティブ 時価法
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ウ．たな卸資産

・商品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

・未成工事支出金 個別法による原価法

・原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

ア．有形固定資産 当社及び国内連結子会社は主として定率法（ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）は定額法）を採用し、在外連結子会社は主に

定額法を採用しております。

 また、賃貸資産については、リース期間を耐用年数と

する定額法を採用しております。

イ．無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

③　重要な引当金の計上基準

ア．貸倒引当金 当社及び国内連結子会社は債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 また、在外連結子会社は特定の債権について回収不能

見込額を計上しております。

イ．完成工事補償引当金 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当連結

会計年度の完成工事高に対する将来の見積補償額に基

づいて計上しております。

ウ．工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計

年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積もることができる工事につい

て、損失見込額を計上しております。

エ．役員賞与引当金 役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当

連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

オ．退職給付引当金 当社及び国内連結子会社において、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（12年）による定額法により費

用処理しております。
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 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとしております。

④　重要な収益及び費用の計上基準

ア．完成工事高及び完成工事原価 当社及び国内連結子会社の完成工事高及び完成工事原

価の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その

他の工事については工事完成基準を適用しております。

また、在外連結子会社の完成工事高及び完成工事原価

の計上は、工事進行基準を適用しております。　

イ．ファイナンス・リース取引 リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法に

よっております。

⑤　重要なヘッジ会計の方法

ア．ヘッジ会計の方法 金利スワップ取引について特例処理の条件を充たして

いるため、特例処理を採用しております。

イ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段　金利スワップ取引

 ヘッジ対象　借入金

ウ．ヘッジ方針 金利変動リスク回避のため、借入期間を通して効果的

にヘッジする目的で利用しております。

エ．ヘッジ有効性評価の方法 特例処理によっている金利スワップ取引については、

有効性の評価を省略しております。

⑥　消費税等の会計処理

消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。

(5) 会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年

４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方

法に変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益がそれぞれ１億４千２百万円増加しております。　
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２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

　下記の資産は、差入保証金等の代用として差入れております。

短期貸付金（流動資産「その他」） 21百万円

投資有価証券 94

長期貸付金（投資その他の資産「その他」） 277

合計 394

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 41,262百万円

(3) 偶発債務

当社従業員の住宅取得資金借入に対する保証額 　　　　　0百万円

(4) 工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額

　　　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せず

に両建てで表示しております。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金の

うち、工事損失引当金に対応する額は１百万円であります。

　

３．連結損益計算書に関する注記

(1) 売上原価のうち工事損失引当金繰入額 77百万円

(2) 研究開発費の総額 349百万円

(3) 減損損失

　　　当社グループは、管理会計上、継続的に収支の把握を行っている支店等の単位毎、セグ

メント別に、また、賃貸用不動産・遊休資産については個々の物件毎にグルーピングを行

っております。　

　　　遊休資産は回収可能価額まで減額し、減少額を減損損失（99百万円）として特別損失に

計上しております。

主 な 用 途 種 　 　 類 減 損 損 失

遊 休 資 産 土 地 99百万円

　　　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、固定資産税

評価額から処分費用見込額を差し引いて算定しております。
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 97,616千株 －千株 －千株 97,616千株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

平成24年５月15日開催の取締役会決議事項

普通株式の配当に関する事項

・配当金の総額 616百万円

・１株当たり配当金額 7円

・基準日 平成24年３月31日

・効力発生日 平成24年６月７日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

平成25年５月15日開催の取締役会付議事項

普通株式の配当に関する事項

・配当の原資 利益剰余金

・配当金の総額 880百万円

・１株当たり配当金額 　10円（普通配当９円、特別配当１円）

・基準日 平成25年３月31日

・効力発生日 平成25年６月10日
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項　

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借

入により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規則に沿ってリスク低減を図っ

ております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに

時価の把握を行っております。

借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、このうち一部の長期借入金については、

金利スワップ取引を利用して支払利息の固定化を図り、金利変動リスクを回避しております。

なお、デリバティブは取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、担当取締役の

承認を受けて行うこととしております。　

(2) 金融商品の時価等に関する事項　

平成25年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。

　
連結貸借対照表計上
額(*1)　　

時価(*1) 差額

(1）現金預金　 　17,215百万円 　17,215百万円 －百万円

(2）受取手形・完成工事未
収入金等　

　55,207 55,207 －

(3）有価証券　 　10,000 　10,000 －

(4）投資有価証券 　3,182 3,185 3

(5）支払手形・工事未払金
等　

　(34,903) 　(34,903) 　－

(6）未払金 (14,530) 　(14,530) －

(7）短期借入金 (381) 　(381) 　－

(8）長期借入金(*2)　 　(9,800) 　(9,863) 　△63

(9）デリバティブ取引　 － 　－ 　－

    （*1）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。　

　  （*2）１年以内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。　

　（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項　

(1) 現金預金、並びに(2) 受取手形・完成工事未収入金等　

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。　
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(3) 有価証券　

短期間で満期日が到来する譲渡性預金であり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。　

(4) 投資有価証券　

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融

機関から提示された価格によっております。　

(5) 支払手形・工事未払金等、(6) 未払金、並びに(7) 短期借入金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

(8) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入

金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記(9)参照）、当該金利スワッ

プと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される

合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(9) デリバティブ取引　

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体

として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載してお

ります（上記(8)参照）。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額774百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャ

ッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため、「(4)投資有価証券」には含めておりません。　　

　

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額       679円

(2) １株当たり当期純利益        44円21銭

　

７．その他の注記

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

計算書類作成のための基本となる事項 　

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

②　子会社等の株式 移動平均法による原価法

③　その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法

 時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　商品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

②　未成工事支出金 個別法による原価法

③　原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(4) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（リース資産除く）

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。

②　無形固定資産

（リース資産除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

③　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

(5) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。
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②　完成工事補償引当金 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当事業

年度の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づき

計上しております。

③　工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度

末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その

金額を合理的に見積もることができる工事について、

損失見込額を計上しております。

④　役員賞与引当金 役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当

事業年度に負担すべき額を計上しております。

⑤　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（12年）による定額法により費

用処理しております。

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

(6) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実

性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、そ

の他の工事については工事完成基準を適用しております。　

(7) ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法 金利スワップ取引について特例処理の条件を充たして

いるため、特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段　金利スワップ取引

 ヘッジ対象　借入金

③　ヘッジ方針 金利変動リスク回避のため、借入期間を通して効果的

にヘッジする目的で利用しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法 特例処理によっている金利スワップ取引については、

有効性の評価を省略しております。

(8) 消費税等の会計処理

消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。
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(9) 会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益がそれぞれ１億４千１百万円増加しております。　

　

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

下記の資産は、差入保証金等の代用として差入れております。

短期貸付金 21百万円

投資有価証券 44

関係会社株式　 　49

長期貸付金 　　　 277

合計 394

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 36,225百万円

(3) 偶発債務

下記の会社等の借入金等の債務について保証を行っております。

ニッポンロード（マレーシア）社 635百万円

エヌディーリース・システム株式会社 500

タイニッポンロード社 262

当社従業員（住宅取得資金） 0

合計 1,399

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務

①　短期金銭債権 11,888百万円

②　長期金銭債権 6,625百万円

③　短期金銭債務 771百万円

(5) 工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額

　　　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せず

に両建てで表示しております。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金の

うち、工事損失引当金に対応する額は１百万円であります。

　

３．損益計算書に関する注記

(1) 売上高のうち関係会社に対する部分 17,010百万円

(2) 売上原価のうち関係会社からの仕入高 6,111百万円

(3) 売上原価のうち工事損失引当金繰入額 77百万円

(4) 関係会社との営業取引以外の取引高 586百万円

(5) 研究開発費の総額 352百万円
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(6) 減損損失

　　　当社は、管理会計上、継続的に収支の把握を行っている支店別、セグメント別に、また、

賃貸用不動産・遊休資産については個々の物件毎にグルーピングを行っております。　

　　　遊休資産は回収可能価額まで減額し、減少額を減損損失（99百万円）として特別損失に

計上しております。

主 な 用 途 種 　 　 類 減 損 損 失

遊 休 資 産 土 地 99百万円

　　　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、固定資産税

評価額から処分費用見込額を差し引いて算定しております。　

　

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 9,503千株 68千株 －千株 9,571千株

（注）普通株式の自己株式の増加株式数は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産  

減損損失 656百万円

未払費用 602

退職給付引当金 513

貸倒引当金 371

商品等評価損 302

その他 729

繰延税金資産小計 3,176

評価性引当額 △1,185

繰延税金資産合計 1,991

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △182

固定資産圧縮記帳準備金 △379

その他 △6

繰延税金負債合計 △568

繰延税金資産の純額 1,422
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６．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社

清水建設㈱ 74,365

建設事業
開発事業
その他の
事業 

被所有
直接24.96

－

　
建設工
事の請
負

　
建設工事
の請負

　
15,580

　
完成工事
未収入金

　
6,863

　
　
未成工事
受 入 金

　
175

　

舗装資
材等の
販売

　

舗装資材
等の販売

　

9

　

売 掛 金

　

6

　

建設工
事の発
注

　

建設工事
の発注

　

270

　

未 払 金

　

59

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等

が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 建設工事の請負及び舗装資材等の販売につきましては、市場価格、総原価を勘案し

て、各取引毎交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

(2) 建設工事の発注につきましては、数社からの見積りの提示により発注価格を決定し

ております。支払条件につきましても、一般的取引条件と同様に決定しております。

(2) 子会社及び関連会社等

属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
ｴﾇﾃﾞｨｰﾘｰ
ｽ・ｼｽﾃﾑ㈱

60
賃貸事業
その他の
事業 

所有
直接100.0

－

総合ﾘｰ
ｽ業、ｺ
ﾝﾋﾟｭｰﾀｿ
ﾌﾄｳｴｱの
開発及
び販売
他

資金の貸付
　
　

利息の受取

　2,650
　
　
110

短期貸付金
　
　

長期貸付金

　2,200
　
　

6,000

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

利息の受取につきましては、市場金利を勘案して利率を決定しております。

　

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 651円38銭

(2) １株当たり当期純利益 35円36銭

　

８．その他の注記

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。


	注記表表紙2
	108期注記表2013.05.29

